
尼崎市障害者計画の関連事業等一覧

R５

主要
事業

基本理念　：　誰もがその人らしく、自立して安心に暮らすことができる共生社会の実現

重点課題３．　共に支え合い、安心して暮らすことができる環境づくり

基本施策９：　情報・コミュニケーション、行政等における配慮

中事業 インターネット活用事業費

・本市ホームページを通じて、積極的な
情報の提供と説明を行うことにより、市
民や事業者等と行政の情報共有化を図
る。

・新型コロナウイルス感染症関連情報を発
信したため、アクセス数が大幅に増加した。
・新型コロナウイルス感染症関連情報の効
果的な発信のため、災害用トップページに内
部リンクや添付ファイルを設定できるように
したほか、コロナ禍の新しい生活様式に合
わせて、イベントカレンダーにオンラインのカ
テゴリを追加し、ページ内にYouTubeを埋め
込むことができるよう改修した。

-

継続②
（取組
内容を
変更し
継続）

・新型コロナウイルス感染症関連情報を効
果的、安定的に発信するために、アクセス
集中への対策改善を図る。
・令和4年度のシステム更改に向けて、課
題や今後の方向性を整理するほか、ペー
ジ数の削減等、実施できる見直しから進め
ていく。

中事業 点字あまがさき発行事業費
・視覚障害者向けに「市報あまがさき」
の内容を点訳した「点字あまがさき」を
希望者に届ける。

・市政情報の提供及び共有という面におい
て必要であると考える。また、視覚障害があ
る人を対象としたものとしては、「声の広報」
と併せて有効な手段として一定の効果が得
られている。
・令和2年度の実績値については、新型コロ
ナウイルス感染症に対する情報を掲載した
特別号を含む計13回の合計値となってい
る。

－

継続 
（同じ取
組内容
を継続）

・視覚障害のある人を対象とした市政情報
の提供及び共有という面において、必要性
は高く、阪神間他都市も実施していること
から継続して実施する。

中事業 声の広報発行事業
・視覚障害者向けに「市報あまがさき」
の内容をCDまたはデイジー図書に収録
した「声の広報」を希望者に届ける。

・市政情報の提供及び共有という面におい
て、必要であると考える。また、視覚障害が
あり、かつ点字が読めない人を対象とした有
効な唯一の手段として一定の効果が得られ
ている。
・令和2年度の実績値については、新型コロ
ナウイルス感染症に対する情報を掲載した
特別号を含む計13回の合計値となってい
る。

－

継続 
（同じ取
組内容
を継続）

・市政情報の提供及び共有という面におい
て、必要であると考える。また、視覚障害
があり、かつ点字が読めない人を対象とし
た有効な唯一の手段として一定の効果が
得られている。

その他
取組

市議会だよりの作成
選挙のお知らせの作成

－

継続 
（同じ取
組内容
を継続）

-

中事業 介護予防普及啓発事業費
・介護予防の意識啓発に資するため、
広報紙を発行し、配布する。

・字版・CD版の作成・配付合計：点字160、
CD220（6月・12月各点字80、CD110）

-

継続 
（同じ取
組内容
を継続）

-
高齢者保健福祉
計画

中事業
差別解消・コミュニケーション支
援等検討事業費

・障害者差別に関する相談事例等の共
有を図り、差別解消に向けた取組を行っ
ていくため、地域の関係機関で構成する
障害者差別解消支援地域協議会を開
催する。また、障害特性に応じたコミュ
ニケーション手段の利用促進に向けた
取組の検討を行う。

・コロナ禍における情報支援の取組として、
本庁舎と身体障害者福祉センターに点字プ
リンターや音声・拡大読書器を設置するとと
もに、今後の活用方法について協議・検討を
行った。

継続②
（取組
内容を
変更し
継続）

障害者計画 ●

中事業 心身障害者（児）対策啓発事業
・市民に対する障害者への正しい理解と
認識を深めるための事業を実施するほ
か、各種サービスの周知を図る。

・障害者に対する福祉サービス等を記載し
た「福祉の手引き」を作成し、障害者手帳取
得時や研修会等で配布する。

-

継続 
（同じ取
組内容
を継続）

- 障害者計画

●点字プリンターの一層の活用を図り、手続き
に係る案内等の要望を踏まえながら市役所から
の発送文書の一層の点字化に取り組みます。

中事業
差別解消・コミュニケーション支
援等検討事業

　障害者差別に関する相談事例等の共
有を図り、差別解消に向けた取組を行っ
ていくため、地域の関係機関で構成する
障害者差別解消支援地域協議会を開
催する。また、障害特性に応じたコミュ
ニケーション手段の利用促進に向けた
取組の検討を行う。

・コロナ禍における情報支援の取組として、
本庁舎と身体障害者福祉センターに点字プ
リンターや音声・拡大読書器を設置するとと
もに、今後の活用方法について協議・検討を
行った。

障害者計画

中事業  障がい者等サービス事業

・視覚障害者等に対して、対面朗読の
実施や点字図書及び録音図書の郵送
貸出を行う。また、本サービスで使用す
る様々な機器の紹介や、点字作業の実
演などの事業を実施し、図書館におけ
る障がい者サービスの重要性を市民に
啓発する。

・視覚障がい者に点字図書や録音図書を提
供し、一般図書が利用困難な市民に対して
も読書活動が行える環境を整備した。

・利用者の高齢化やインターネットによる
録音図書の普及により、利用者が減少し
ている。

継続②
（取組
内容を
変更し
継続）

・インターネットによる録音図書データのダ
ウンロード利用が普及し、利用者は年々減
少しているところではあるが、録音図書郵
送貸出サービスの需要は一定数あるた
め、引き続き実施していく。

01-1-④

（
１

）

情
報
の
利
用
の
し
や
す
さ

①

情
報
提
供
の
充
実

●障害のある人に必要な情報を提供するため、
「市報あまがさき」や「市議会だより」、「選挙のお
知らせ」などの広報誌の点字・音声版を発行す
るとともに、福祉サービス等の内容をまとめた
「福祉の手引き」や「あまがさき介護保険だより」
等についても一部を点字で作成します。また、市
のホームページの活用や情報支援に係る機器
の導入など障害特性に配慮した情報取得の環
境づくりに取り組み、一層の広報と利便性の向
上に努めます。

●視覚障害のある人等に対して、対面朗読や点
字図書・録音図書の郵送貸出を行います。ま
た、点字作業の実演や支援機器を紹介するなど
し、障害のある人への配慮等について啓発しま
す。

施策の
方向性

取組
項目

取組内容（第４期）
R3
主要
事業

R4
主要
事業

中事業
その他

事業名（取組名） 事業概要 取組（事業）成果

総合計画
体系

理
念
課
題

基本施策 関連事業 施策
評価
掲載
有無

課題
取組
方向性

次年度（今後）の取組
分野別計画

（マスタープラン）

資料２-４変更Ⅱ： 様式の見直し（関連事業等の一覧様式案）
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R５

主要
事業

施策の
方向性

取組
項目

取組内容（第４期）
R3
主要
事業

R4
主要
事業

中事業
その他

事業名（取組名） 事業概要 取組（事業）成果

総合計画
体系

理
念
課
題

評価
掲載
有無

課題
取組
方向性

次年度（今後）の取組
分野別計画

（マスタープラン）

●障害のある人の意思疎通や情報の確保等を
支援するため、意思疎通支援者の派遣事業の
継続的な実施と一層の周知に取り組むととも
に、遠隔手話サービスを導入するなど支援の充
実を図ります。また、意思疎通支援者の確保に
向けて、養成講座の受講促進や受講者の課程
修了につなげるため、各講座の周知や受講者に
対する支援等に取り組みます。

中事業 意思疎通支援事業

・聴覚障害者等が、社会生活上外出が
必要不可欠な時に、事前に登録してい
る対象者に対して、手話通訳者等を派
遣する。また、その手話通訳者等を養成
する。

・意思疎通支援者の養成にあたっては、コロ
ナ禍においても各養成講座の全課程を実施
することで、受講者（修了者）数の確保に努
めた。なお、令和3年度の養成講座修了者
数は全体で45人であった。
・コロナ禍における情報支援の取組として
「遠隔手話サービス」の運用を開始している
が、医療機関等において手話通訳者の同行
を断られるような事例が生じなかったため、
実際の利用までは至らなかった。

・意思疎通支援者養成講座の修了者数は
一定維持しているものの、依然として派遣
登録者数は増えない状況が続いている。
・引き続き緊急時の備えや本市における合
理的配慮の取組の推進として、情報支援
に係る各種制度の周知と普及に取り組ん
でいかなければならない。

継続③
（拡充・
行革で
継続）

・意思疎通支援事業（派遣・養成）の安定
的な運営に向けて、支援者（手話通訳・要
約筆記など）の派遣単価の引上げなど処
遇面の改善や養成講座修了者の派遣登
録を促すための取組等について検討して
いく。

障害者計画 ● 06-3-③

●「尼崎市手話言語条例」に掲げる手話とろう者
への理解や手話の普及の一層の推進に向け
て、市民を対象とした手話講習会など様々な啓
発活動を行うとともに、「聴覚障害者コミュニケー
ション支援センター」と連携・協力しながら、地域
への周知に取り組みます。また、「尼崎市手話言
語条例施策推進協議会」を定期的に開催して、
手話関連施策の評価・検証や地域課題の共有、
地域への効果的な啓発手法等について協議し
ます。

中事業 手話普及啓発事業

・尼崎市手話言語条例に基づき、手話
及びろう者に対する理解並びに手話の
普及を促進するため、手話ハンドブック
や啓発パンフレットを作成するほか、市
民等を対象にした体験講座を開催す
る。

・手話の普及等に向けては、市民向け講座
の案内や普及啓発用の動画を本庁舎で流
すほか、子ども向け講座の参加条件の見直
しや広報を工夫したことにより、市民等向け
啓発講座全体（2講座9回）の参加者数は97
人と大幅に増加した。
・市内の聴覚障害者団体にも意見を伺いな
がら、「きこえないってどんなこと」をテーマと
した人権教育啓発用リーフレットを作成し、
教育機関等へ配布することで一層の理解と
啓発につなげた。

・コロナ禍での影響もあったが、事業者向
け講座等は依然として参加者数が少なく、
より効果的な開催や広報の手法等を検討
していかなければならない。

継続②
（取組
内容を
変更し
継続）

・手話の普及等に向けては、広報冊子の
配布先の拡大（市内小学校や手話サーク
ルなど）やSNS等を活用した広報を進めて
いくとともに、引き続き協議会において、効
果的な講座開催等について協議していく。

障害者計画 ● 06-3-③

●障害特性に配慮した情報・コミュニケーション
支援の推進に向けて、施設移転により情報支援
に係るバリアフリー改修を行う「身体障害者福祉
会館」と併設施設となる「身体障害者福祉セン
ター」に情報支援に係る機器を導入し、それら施
設機能を活用して、障害のある人の情報取得や
伝達等を支援します。また、施設の「福祉避難
所」としての役割も考慮し、災害や緊急時におけ
る円滑な情報支援について施設管理者等と協
議を行うとともに、こうした取組の手法や効果を
様々な事業や取組への展開につなげます。

拡充 中事業
身体障害者福祉会館移転事業
費

・尼崎市公共施設マネジメント基本方針
（方針１：再編）に基づき、老朽化した身
体障害者福祉会館を教育・障害福祉セ
ンターに移転するた
め、必要な整備等を進める。

・障害特性に配慮した情報・コミュニケーショ
ン支援については、身体障害者福祉会館の
移転工事にあわせて、「音声情報装置」や
「フリーWi-Fi」等の設置工事を行い、施設機
能の向上に取り組んだ。
　また、障害の種類等によって必要な施設
機能や配慮等が異なることから、指定管理
者である「尼崎市身体障害者連盟福祉協
会」の肢体部、聴力部、視力部のそれぞれと
丁寧に協議や説明を行い、移転後の会館に
設置する情報支援機器等の調整と整理を進
めた。

・移転後の会館に設置する情報支援機器
等の整備や活用方法について、引き続き、
指定管理者である「尼崎市身体障害者連
盟福祉協会」と丁寧に協議を行っていく必
要がある。

継続②
（取組
内容を
変更し
継続）

・身体障害者福祉会館の移転にあわせ
て、「聴覚障害者用情報受信装置（アイ・ド
ラゴン4」や「音声認識アプリケーション（声
文字）」、「音声読み上げ装置（プレクストー
ク）」、「視覚障害者総合情報ネットワーク
（サピエ）」など情報支援に係る各種機器を
設置することで、障害特性に配慮した情
報・コミュニケーション支援に係る施設機能
の向上を図っていく。

障害者計画 ● 06-3-③

③
講
座
の
開
催

●身体障害者福祉センターにおいて、点字や手
話、パソコン、スマートフォンなど情報支援に関
する各種講座を開催します。また、開催にあたっ
ては障害特性に配慮した周知方法に努めるとと
もに、利用者等のニーズを把握するなど、講座
内容の充実に取り組みます。

中事業
身体障害者福祉センター指定
管理者管理運営事業費費

・コロナ禍や身体障害者福祉会館の移転に
伴う改修工事が一部講座を中止したが、障
害のある人が多様な手段を活用して情報を
利用できるよう、「スマホ体験講座」や中途
失聴者を対象とした手話講座など、延べ８講
座を開催した。

継続②
（取組
内容を
変更し
継続）

・会館の移転にも合わせて、導入した情報
支援に係る各種機器の活用方法を検討す
るほか、障害のある人が各種講座・活動
への参加や災害時も含めた各種情報の取
得がしやすくなる施設運用等に取り組んで
いく。

障害者計画 ● 06-2-④

中事業
差別解消・コミュニケーション支
援等検討事業費

障害者差別解消法の趣旨や重要性等
に対する意識の醸成を図るため、市の
新任課長や新採職員を対象とした「職
員対応要領」の研修等を行う。

・市職員の障害への理解・啓発に向けては、
新任課長と新採職員を対象とした職員対応
要領等の研修を行った。

・市職員の障害者差別解消法（不当な差
別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供な
ど）の認知度は未だ十分とはいえず、「職
員対応要領の趣旨に沿った適切な対応が
十分できていない」といった意見もあるた
め、一層の制度周知に取り組まなければ
ならない。

継続②
（取組
内容を
変更し
継続）

・市職員の障害への理解・啓発に向けて
は、差別解消に関する各種制度や「職員
対応要領」等を新任課長や新採職員に対
する必須研修として継続していくとともに、
日々の業務の中で心がけるべき内容や具
体例をまとめた職員ハンドブックを作成し、
周知することを通じて、意識や対応力の向
上を目指していく。

障害者計画 ● 06-3-③

行革 中事業
意思疎通支援事業費
（市主催行事等）

・聴覚障害者への情報保障を確保する
ため、市主催の講演会等において手話
通訳者や要約筆記者を配置することな
ど、合理的配慮を行う。

・市主催の講演会等における意思疎通支援
者の配置について、当該事業費で対応し
た。（令和３年度：１件）

- 廃止

・市主催行事等に係る意思疎通支援者の
配置など、合理的配慮の提供について
は、引き続き、職員研修等を実施し、今後
は各担当所属での責務・対応としていく。

障害者計画 06-3-③

●点字や音声等による候補者情報の提供や障
害特性に応じた選挙に関する情報の提供に努
めます。また、移動に支援が必要な障害のある
人に配慮した投票所の段差解消や投票所内の
設備・備品の設置など、投票所における投票環
境の向上に努めます。

その他
取組

●投票用紙への記載が困難な選挙人に対して
選挙事務に従事する職員が代理で投票を補助
するなど、障害のある人が円滑に投票するため
の必要な支援について、各投票所の従事者に
十分な周知等を図ります。また、指定施設等に
おける不在者投票、郵便等による不在者投票の
適切な実施の促進により、選挙の公正を確保し
つつ、投票所での投票が困難な障害のある人の
投票機会の確保に努めます。

その他
取組

（
１

）

情
報
の
利
用
の
し
や
す
さ

②

意
思
疎
通
支
援
の
充
実

（
２

）

行
政
等
に
お
け
る
配
慮

①

市
職
員
等
の
理
解
と
配
慮

●障害者差別解消法の趣旨や重要性等に対す
る意識の醸成を図るため、市職員に対して「職
員対応要領」に関する研修を行うとともに、管理
職に対しては、職場における合理的配慮の研修
を行います。また、研修受講者を募集する際は、
情報支援など必要な配慮を行います。

●市職員等に対して、障害や障害のある人への
理解促進や手話・筆談等に関する研修等を実施
するとともに、情報支援に係る機器の導入や市
が主催するイベント等への意思疎通支援者の配
置を行うことで、適切な対応に取り組みます。

②

選
挙
に
関
す
る
配
慮
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